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しばしば指摘されるように，1959年の公的付

加年金導入の決定は，スウェーデン福祉国家が，

国民の最低限の生活を保障する「ケインズ＝ベ

ヴァリッジ型」から最適な生活条件を各国民に

保障しようとする「制度的タイプ」の福祉国家

に転換する転機となった。今日においてスウェ

ーデン福祉国家の特質といわれるものが，この

時期に顕在化してきたのである。また同時期に

は，1932年以来，政権を担ってきた社会民主党

は支持率の減少に悩んでいたが，公的付加年金

制度導入を契機にホワイトカラー層を支持基盤

に取り込み，その後も1976年まで政権を維持し

続けることとなる。このような歴史的転換点と

なった付加年金導入をめぐる政治過程を，政党

間の論争とそこにおける社会民主党の政治戦略

に着目して描き出したのが本書である。

本書の構成及び概略は以下の通りである。

序　章

第一章　分析枠組の設定

第二章　社民党における政治理念の刷新

第三章　付加年金論争の争点化

第四章　国民投票

第五章　立法化をめぐる攻防

第六章　付加年金論争とスウェーデン政治

終　章

序章では，以上のような付加年金論争の歴史

的位置が指摘され，それにアプローチする視角

を定めたのが，第一章である。即ち，スウェー

デン政治の特徴をその安定性に求め，政治過程

を諸政治勢力間の「妥協」のあり方に注目して

説明しようとする「コンセンサス・ポリティク

ス」論は，政治過程が政治主体間の相互行為で

あるということを軽視し，静態的な把握に陥り

がちである。それに対し，コルピやエスピン・

アンデルセンに代表される「権力リソース」論

は，そうした欠点を克服しうる視角を提供する

が，実際には政治過程や政治主体の戦略に関す

る実証的な分析を十分行ってこなかった。この

二つの議論の間にあって，政治過程の実証的な

分析を通じて「権力リソース」論を批判的に継

承しようとするのが筆者の視角であると言うこ

とが出来る。

第二章では，1950年代半ばに社会民主党が直

面した困難な問題状況が明らかにされる。第二

次大戦後，安定した経済成長の下に完全雇用が

実現され，ケインズ主義的福祉国家は成熟に向

かい，旧来からの政治的課題がかなり達成され

つつあった。その一方で経済発展に伴う産業構

造の変化によって，基盤とするブルーカラー労

働者の人口に占める割合は減少していた。他方，

「社会的自由主義」を掲げ，基礎的社会保障の

提供については支持しつつも，それ以上の国家

介入を個人の自由や自立を阻害するものとして

退ける自由党が台頭してきた。こうして支持率

が長期低落傾向を示す中で，社会民主党は，今
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後も政治的主導権を維持するためには，イデオ

ロギー的刷新を成し遂げ，新たな政治戦略を構

築する必要性に迫られていたのである。そこで

浮上してきたのが，1954年の『人々の協働』や

56年の『進歩の政治』で主張された，豊かさが

増大するほど個人の社会（国家）に対する要求

も増大し，個人の自由を実現するための国家の

役割もますます拡大するという議論であった。

一方，56年の総選挙敗北を機に，ホワイトカラ

ー層の支持獲得が党の死活問題として認識され

るようになった。

第三章では，付加年金問題が極めて重大な政

治的争点となった経緯が説明される。当初は，

ホワイトカラー層には協約年金が普及していた

のに対し，国民年金以外に退職後の所得保障の

手段を持たないブルーカラー層の不満から，公

的付加年金制度の導入が問題となった。つまり，

元来は，諸利害間の利害調整の問題であり，社

会保険制度の技術的な問題としての位置づけし

か持たなかった。しかし，年金制度全体のあり

方に関わることから，次第に諸政党間の争いが

前面に出るようになり，特に付加年金制度が強

制加入の公的な制度であるべきか労使交渉に基

づく任意加入の制度であるべきかといった，国

家介入をめぐる社会民主党対自由党のイデオロ

ギー的な対立と結びつき，当時の政党政治の中

で最大の争点となっていった。この問題におい

ても，事態の展開を左右する存在としてホワイ

トカラー層が注目されることとなる。

第四章では，こうして最大の政治的争点とな

った付加年金問題をめぐって国民投票が行われ

るにいたった経緯が辿られる。社会民主党も，

ブルジョワ政党優位が確立しつつあった政治状

況の中で，この付加価値年金問題を政治的主導

権を取り戻す政治戦略の中心に位置づけるよう

になった。そこで，この問題での国民投票を主

張する自由党の動きの機先を制し，自己が主導

権を握って国民投票を実施することを決意し

た。1957年の国民投票の結果は，新しい政治理

念の下での積極的な運動が功を奏し，ホワイト

カラー層の取り込みにある程度成功し，社会民

主党が支持する選択肢が相対多数を獲得するこ

ととなった。

第五章では，法案成立までのプロセスが描か

れる。国民投票後，四党交渉をする中で，社会

民主党は一定の譲歩を示しつつも，自由党と自

己の路線の差を社会に印象づけた。そして下院

にあたる第二院を解散し，総選挙に打って出た。

その結果，自由党が大幅に後退する一方で，社

会民主党は長期低落傾向に歯止めをかけること

に成功した。自由党内では指導部への批判が高

まり，内部には社会民主党案にそった解決を求

める動きも現れた。こうした状況の中で，1959

年5月に社会民主党政府法案は一票差ながら第

二院を通過し，成立することとなった。翌年の

総選挙では，国民付加年金制度廃止を訴える保

守党が選挙に敗北し，付加年金制度は定着する

こととなる。

第六章では，その後の展開を辿りつつ，付加

年金論争の意義を確認する。つまり，社会民主

党にとって付加年金論争は，1960年の新綱領に

結実した政治理念の刷新とホワイトカラー層の

取り込みという支持基盤の再構築の契機となっ

たのであり，それらを通じて政治的優位の再確

立を成し遂げる前提となった。

終章では，より視野を広げて，国際的な福祉

国家の歴史的発展の比較という観点から，付加

年金論争が位置づけられる。即ち，付加年金論

争は，殆どの先進諸国が「ケインズ＝ベヴァリ

ッジ型福祉国家」の一応の達成という段階に留

まる中で，スウェーデンの「制度的タイプ」の

福祉国家への移行を決定づける分岐点になった

のであり，社会民主党はその転轍手の役割を果

したのである。しかし，現在，新自由主義の嵐
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に晒され，環境問題が顕在化するといった状況

の中で，これまで福祉国家を支えてきた諸条件

や価値観がゆらいでいる。本書は，最後の部分

で，スウェーデン社会民主党における今日での

福祉政策の理念再構築の試みや政治戦略の自己

刷新の取り組みについて触れ，議論を締めくく

っている。

＊

本書は，このようにスウェーデン福祉国家の

重要な歴史的転換点となった公的付加年金導入

をめぐる政治過程を，それぞれ異なる理念やイ

デオロギーを持つ社会民主党を中心とする諸政

治主体（政党及び利害団体）が相互に競い合う

ダイナミックなプロセスとして把握することに

成功している。それにより，スウェーデン政治

史における「合意の政治」と「対立の政治」の

二側面を整合的に理解しうる視角を提供するこ

ととなった。スウェーデン政治史研究や福祉国

家研究にとって貴重な貢献であると言えるであ

ろう。また，社会民主党が明確な政治戦略を打

ち出し，このプロセスを主導したことを浮き彫

りにしている。それ故，自己刷新の過程として

描かれたこの時期が社会民主党の発展にとって

も大きな画期となったことを明らかにしてお

り，スウェーデン社会民主党史研究としても重

要な意義を持つと考えられる。総じて本書は，

我が国のスウェーデン現代史研究にとって大き

な貢献をなした労作であることは間違いないと

言えよう。

しかし，ないものねだりとなるが，いくつか

の論点を指摘しておきたい。

第一は，本書では政党の理念やイデオロギー，

それに基づく政治戦略に着目しているのである

が，スウェーデンにおける思想的な伝統や制度

的な遺産に眼が行き届いていないことである。

例えば，国家を通じて自由を実現していくとい

った，いわゆる「積極的自由」の概念は，1940

年代の「計画経済論争」で社会民主党が主張し

た所であるし，さらに遡れば20世紀初頭の「国

民運動」に辿り着く。所得損失に対する保障の

原理（inkomstbortfallsprincipen）も，1916年

に成立した労災保険法などで採用されている

（注）。こうした歴史的遺産が新たな歴史的脈絡の

中で如何に継承されたのか，またこのような歴

史的遺産は問題となっている歴史的転換に如何

なる役割を果たしたのかという視角は，スウェ

ーデン史研究にとって枢要であると思われる。

それによってこの時期の歴史的転換点としての

意味もより明確になるであろう。

第二に，本書では，後に「強靭な社会」を標

榜するように，個人の自由のためには積極的な

国家介入が必要であると主張する社会民主党

と，国家干渉を個人の自由にとって制約要因と

見る自由党の対立がクローズ・アップされてい

る。しかし，「国家」対「社会」の対立が前提

とされ強調されすぎると，社会民主党が「国家」

と「社会」を等値なものとして用いていること

が，単なるレトリックの問題に還元されてしま

う恐れがある。スウェーデンにおける政治思想

あるいは社会思想において，アソシエーション

民主主義あるいはミュルダールの言う「民主的

計画」の思想に見るように，「国家」が「社会」

に規制され，極言すれば「社会」の延長線上に

捉えられるような国家観の存在が問題となるの

であり，これは，実態としても独特な「国家」

=「社会」関係の存在を反映しているとも想像

される。この点への配慮も必要であろう。

第三に，付加年金論争を通じて「制度的タイ

プ」の福祉国家への転換が進んだことが強調さ

れている。このような付加年金がうまく成立し

なかった例として，デンマークが挙げられるこ

とがある。しかし，デンマークとスウェーデン

が共に北欧型福祉国家として分類されることが

あるとするならば，福祉国家の段階とともに北
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欧型といった福祉国家の類型も考えてみなけれ

ばならないかもしれない。今後の国際比較を念

頭においた研究の進展を期待する次第である。

第四に，本書で指摘されるように，社会民主

党がこの時期を境にホワイトカラー層を支持基

盤に取り込んでいったことは，スウェーデン福

祉国家の発展にとり重要な意味をもったことは

間違いないであろう。「制度的タイプ」への福

祉国家の転換の成否は，一つにはここにかかっ

ていた。しかし，スウェーデンでは，なぜ一部

のホワイトカラー層が社会民主党を支持するよ

うになったのであろうか。社会民主党の「勤労

者」のレトリックはなぜ有効であったのだろう

か。どうしてスウェーデンでは成功し，他の多

くの国ではうまくいかなかったのか。これらの

点について，ホワイトカラー層の主体的な条件

を含めて分析を深めていく必要があろう。

以上，何点かを指摘したが，本書の価値をい

ささかも減ずるものではない。スウェーデン研

究者を含め，西欧福祉国家に関心を持たれてい

る方にも，是非一読をお勧めする。

（注）この点については，スウェーデン型社会

保障の成立を1910年代に求めるエーデバ

ルクの議論を参照。 Edebalk, P. E.,

Välfärdsstaten träder fram, Lund 1996, s.

104-106.

（渡辺博明著『スウェーデンの福祉制度改革と

政治戦略』法律文化社，2002年3月刊，v＋

283＋18頁，定価　7,700円＋税）

（いしわら・しゅんじ　東京大学大学院

経済学研究科助教授）
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